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報告第１号 学校給食費に係る訴えの提起に関する専決処分について 

 学校給食費滞納者に対し、滞納学校給食費等の支払を求める訴えの提起について、市

長の専決処分事項に関する条例の規定により、訴えの相手方ごとに次のように専決処分

したので、地方自治法第 180 条第２項の規定により議会に報告するもの。 

１ 事件番号及び事件名 

 別表事件番号及び事件名の欄記載の事件番号及び事件名 

２ 訴えの相手方 

 別表訴えの相手方の欄記載の者（以下「相手方ら」という。） 

３ 請求の要旨 

⑴ 相手方らは、本市に対し、それぞれ同人に係る別表滞納学校給食費の欄記載の滞

納学校給食費を支払え。 

⑵ 相手方らは、本市に対し、平成 21 年９月分以降の滞納学校給食費に対する福岡

市税外収入金の督促及び延滞金条例第４条の規定により計算した各延滞金を支払 

え。 

⑶ 訴訟費用は、相手方らの負担とする。

との判決を求める。 

４ 事件の概要 

⑴ 相手方らは、いずれも本市が実施する学校給食を受けた者の保護者であるが、こ

れまで多額の学校給食費を滞納し、本市の再三にわたる督促又は催告にもかかわら

ず学校給食費を納付しなかった。 

⑵ そこで、本市は、相手方らに対し、滞納学校給食費等の支払を求めて、別表支払

督促申立日の欄記載の日に支払督促の申立てを行った。 

⑶ この支払督促に対し、相手方らから督促異議の申立てがあったため、民事訴訟法

第 395 条の規定により、支払督促の申立ての時に請求の要旨記載のとおりの判決を

求めてそれぞれ訴えの提起があったものとみなされたものである。 
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別表 

事件番号及び事件名 訴 え の 相 手 方 
滞納学校 

給 食 費 

支払督促 

申 立 日 

専決処分 

年 月 日 

学校給食費請求事件 

円 

455,577 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月11日 

学校給食費請求事件 

455,577 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月11日 

学校給食費請求事件 

143,728 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月11日 

学校給食費請求事件 

143,728 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月11日 

学校給食費請求事件 

79,208 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月11日 

学校給食費請求事件 

266,706 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月19日 

学校給食費請求事件 

266,706 
令和５年 

10月２日 

令和５年 

12月19日 

学校給食費請求事件 

244,424 
令和５年 

11月７日 

令和６年 

１月４日 

学校給食費請求事件 

77,394 
令和５年 

11月13日 

令和６年 

１月４日 

学校給食費請求事件 

163,903 
令和５年 

11月13日 

令和６年 

１月18日 

学校給食費請求事件 

163,903 
令和５年 

11月13日 

令和６年 

１月18日 
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12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。



学校給食費請求事件 

301,301 
令和５年 

11月13日 

令和６年 

１月18日 

学校給食費請求事件 

301,301 
令和５年 

11月13日 

令和６年 

１月18日 

学校給食費請求事件 

139,833 
令和５年 

11月13日 

令和６年 

１月26日 
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12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。



報告第２号 学校給食費に係る訴えの提起に関する専決処分について 

 学校給食費滞納者に対し、滞納学校給食費等の支払を求める訴えの提起について、市

長の専決処分事項に関する条例の規定により、令和６年１月 26 日訴えの相手方ごとに

次のように専決処分したので、地方自治法第 180 条第２項の規定により議会に報告する

もの。 

１ 事件番号及び事件名 

  別表事件番号及び事件名の欄記載の事件番号及び事件名 

２ 訴えの相手方 

 別表訴えの相手方の欄記載の者（以下「相手方ら」という。） 

３ 請求の要旨 

⑴ 相手方らが、本市に対し、それぞれ同人に係る別表滞納学校給食費の欄記載の

滞納学校給食費、平成 21 年９月分以降の滞納学校給食費に対する福岡市税外収入

金の督促及び延滞金条例第４条の規定により計算した各延滞金等を支払うことを

命じた仮執行の宣言を付した支払督促を認可する。 

⑵ 督促異議の申立て後の訴訟費用は、相手方らの負担とする。

 との判決を求める。 

４ 事件の概要 

⑴ 相手方らは、いずれも本市が実施する学校給食を受けた者の保護者であるが、

これまで多額の学校給食費を滞納し、本市の再三にわたる督促又は催告にもかか

わらず学校給食費を納付しなかった。 

⑵ そこで、本市は、相手方らに対し、滞納学校給食費等の支払を求めて、令和５

年 10 月２日に支払督促の申立てを行った。 

⑶ 本市は、この支払督促について、相手方らが督促異議の申立てを行わなかった

ため、仮執行の宣言の申立てを行った。 

⑷ この仮執行の宣言を付した支払督促に対し、相手方らから督促異議の申立てが

あったため、民事訴訟法第 395 条の規定により、支払督促の申立ての時に請求の

要旨記載のとおりの判決を求めてそれぞれ訴えの提起があったものとみなされた

ものである。 
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別表 

事件番号及び事件名 訴 え の 相 手 方 
滞納学校 

給 食 費 

学校給食費請求事件 

円 

230,807 

学校給食費請求事件 

230,807
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12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。

12041
テキストボックス
福岡市情報公開条例に定める非公開情報と認められるおそれのある情報については、掲載しておりません。



「議案第 17 号 福岡市公民館条例の一部を改正する条例案」の関連報告について 

１ 改正の理由・内容 

住民の生活文化の振興及び社会福祉の増進に寄与するため、西都北校区への公民

館新設に伴い、その位置を定める必要があるため。 

２ 施行期日 

教育委員会規則で定める日 

○福岡市公民館条例の一部を改正する条例案新旧対照表

現  行 改 正 案 

別表第１ 

名   称 位   置 

中略 

福岡市照葉北公民館 福岡市東区香椎照葉三丁目 

別表第２（略） 

別表第１ 

名   称 位   置 

中略 

福岡市照葉北公民館 福岡市東区香椎照葉三丁目 

福岡市西都北公民館 福岡市西区北原二丁目 

別表第２（略） 
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国の経済対策を踏まえた就学援助制度の対応について 

 

 

１ 国の経済対策の一環としての定額減税の概要 

 令和６年度税制改正の大綱（令和５年 12 月 22 日閣議決定）において、納税者及び配偶者

を含めた扶養家族１人につき令和６年分の所得税３万円、令和６年度分の個人住民税１万円

の減税を行うこととされたもの。 

令和６年度税制改正の大綱（抄） 

（地方税） 

 令和６年度分の個人住民税について、定額による所得割の額の特別控除を次により実施する。 

(1) 納税義務者の所得割の額から、特別控除の額を控除する。ただし、その者の令和６年度分の

個人住民税に係る合計所得金額が 1,805 万円以下である場合に限る。 

(2) 特別控除の額は、次の金額の合計額とする。ただし、その合計額がその者の所得割の額を超

える場合には、所得割の額を限度とする。 

① 本人 １万円 

② 控除対象配偶者又は扶養親族（国外居住者を除く。） １人につき１万円 

(注) 控除対象配偶者を除く同一生計配偶者（国外居住者を除く。）については、令和７年度分

の所得割の額から、１万円を控除する。 

 

２ 就学援助への影響 

 本市においては、就学援助の認定要件のうち、収入に係る要件について、子どもの人数ご

とに「市・県民税額の所得割額」を基準として認定の可否を判定しているため、下の図の例

のように定額減税が判定に影響を与えることとなる。 

 

 

３ 対応 

 定額減税の影響を受けないようにするため、所要の検討・調整を行い、令和６年度につい

ては、個人ごとの当該減税額を除いた形で判定することとする。 

約60万円

定額減税
40,000円

夫婦及び子ども２人世帯の場合の影響の例

定額減税の影響現行

市県民税額

135,300円

市県民税額

175,300円

給与収入

約400万円

給与収入

約460万円
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専門学科を有する市立高校のあり方（有識者会議の報告書）について 

１ 有識者会議について 

専門学科を有する市立高校（福岡女子高校、博多工業高校）のあり方を検討するにあたり、

社会経済の変化や生徒及び産業界のニーズに迅速かつ的確に対応するため、令和５年８月に

外部委員にて構成する有識者会議を設置し、会議を開催した。 

 令和６年２月１日に、検討結果について報告書の提出を受けたため、概要について報告す

るもの。 

２ 報告書の概要 

（１）福岡女子高校

① 現状等

・ジェンダー平等の社会変化に対応し、性差による入学制限の可否の検討が必要。

・定員割れが発生。教育内容が中学生や社会のニーズに合わなくなりつつある。

・各学科の学びが必ずしも、その後の進路に結びついていない。生徒の大半が進学して

おり、進学のための学力が備わる学びの提供が必要。

② 有識者意見

○共学化

・女子校としての歴史は尊重されるべきであるものの、ジェンダー平等の社会変化の

中で、共学化が必要である。共学化にあたり、教育内容を見通した検討や、これま

で培ったノウハウを発揮できる学校づくりが求められる。

○学科改編

・生徒が入学後に学びを選択できるよう、総合学科への改編（１年次：共通カリキュラ

ム、２年次～：専門を選択）が求められる。

・生徒の幅広い進路選択に対応できる多様なコース設定等が必要。

○学びの内容

・家庭科の強みを生かしながら、市の施策と連携し、ビジネスや観光、工学や科学など、

多様な学びを提供することが必要。 

・大学の総合型選抜に対応するため、課題解決型学習を進めていく必要がある。

参考：有識者会議 開催経緯 

第１回会議 令和５年 ８月 24 日 高校を取り巻く環境の変化、市立高校の現状等 

第２回会議 10 月 16 日 生徒のニーズ、福岡女子高校、博多工業高校の課題等 

第３回会議 10 月 30 日 福岡女子高校の今後のあり方 

第４回会議 11 月 ６日  博多工業高校の今後のあり方 

 第５回会議 令和６年 １月 17 日 報告書（案）について 
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（２）博多工業高校

① 現状等

・現行学科が約 30 年間変わっていない。情報通信業の従業者の増加など市内産業構造が

変化しており、学科によっては、教育内容が社会のニーズにあわなくなりつつある。

・「情報処理・通信技術者」「開発・製造技術者」の需要増など、将来の労働需要の変化も 

踏まえた、教育内容の検討が必要。

② 有識者意見

○学科改編

・インテリア、建築、自動車などの分野でも、これからは情報技術にも長けている必要

がある。

・入学後に専門的な学びを選択できるよう、１年次は、総合的に工業全般の基礎・基本

を学び、２年次から専門コースを選択できるような学科構成が望ましい。

○学びの内容

・人口減少社会において、サービス維持のため産業界での自動化が進む。情報通信系の

技術者の需要増が予測され、IT 人材を育成していく必要がある。

・建設業界では人材が不足するなど、労働力不足の観点から、建築などの専門分野の学

びはこれからも社会から求められるが、技術を習得するだけでなく、語学、メンタリ

ティなども身につけられる学びの設計が求められる。

○３年間に限らない教育課程

・データサイエンスや AI などの分野は、技術者不足が顕著で、今後の伸長が予想される

が、高校３年間の学びだけでは不十分な面が否めない。

・市の施策とも連動しながら、求められる人材像や３年間に限らない教育課程

（専攻科、高等専門学校）について、施設整備や教員確保も踏まえ、詳細に検討すべ

き。

３ 今後の方向性 

福岡女子高校は、共学化と総合学科への改編について、博多工業高校は、学科改編と３年

間に限らない学びについて、具体的な検討に着手する。 
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福岡市総合図書館基本的運営方針の策定について 

 

 

１ 現状 

 福岡市総合図書館では、「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成 24 年 12 月 19 日

文部科学省告示第 172 号）において策定が努力義務とされる「基本的運営方針」として、平

成 26 年６月に「福岡市総合図書館新ビジョン」（以下「現ビジョン」という。）を策定した。  

 現ビジョンでは、「市民がくつろぎ、本や人と楽しくふれあえる、新たな学び・情報・交流

の拠点となる図書館」を基本理念に掲げ、図書館像や図書館運営などについて定めており、

取組期間を 10 年間としている。 

 

２ 基本的運営方針の策定 

 現ビジョンの取組期間は令和５年度までとなっているが、上位計画である「第９次福岡市

基本計画」が２年間延長され、令和６年度に新たな基本計画が策定されること等を考慮し、

現ビジョンを令和７年度まで継続した上で、次期基本的運営方針を策定することとする。 

 

３ 策定スケジュール 

 附属機関である福岡市総合図書館運営審議会に諮りながら教育委員会事務局で案を作成し、

議会報告及びパブリックコメントを経て策定する。 

 

 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

議

会 

           

              

審

議

会 

○  ○  ○  ○ ○  ○ 

 

２月 

(

原
案)

 

委
員
会
報
告 

２月 

(

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等)

 

委
員
会
報
告 

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト 

３月 

(

成
案
） 

議
会
報
告 

６月 

(

素
案)

 

委
員
会
報
告 

９月 
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